
小規模な市町村においても容易に重
要なポイントを整理できるよう、平成

27年５月に「市町村のための業務
継続計画作成ガイド」（内閣府防災
担当）を策定し、研修会等を通じて市

町村を支援。

市町村の策定を支援
地方公共団体等の防災関係機関は，災害発生時の応急対策等の実施や優先度の高

い通常業務の継続のため，災害時に必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確
に投入するための事前の準備体制と事後の対応力の強化を図る必要があることから，
業務継続計画の策定等により，業務継続性の確保を図るものとする。

業務継続性の確保の必要性＜防災基本計画（抄）＞

業務継続計画：優先的に実施すべき業務を特定し、業務の執行体制や対応手順、
継続に必要な資源の確保等をあらかじめ定める計画。
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消防庁における気候変動に対する取組①
市町村における業務継続性の確保の推進

調査結果の報道発表と併せて計画の早期策定と内容の充実
を求める助言通知を発出した。
また、内閣府と連携し、地方公共団体職員を対象として計

画策定のための研修会を開催した。

今年度の取組
引き続き地方公共団体の取組状況

をフォローアップする調査を実施す
るとともに、計画策定促進のための
研修会を開催する。

令和2年度の取組
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消防庁における気候変動に対する取組②

１.熱中症による救急搬送人員の調査と公表

（１）調査の概要
熱中症による全国の消防本部を調査対象とし、５月１日を含む週の月曜日から９月30日
を含む週の日曜日まで実施。

（２）調査結果の公表
調査結果は、週毎に速報値を「週報」として消防庁HPに公開するとともに、月毎に確定値
を｢月報｣として報道発表。その後、５～９月の状況を集計した資料も報道発表。

（３）データ提供
データは消防庁HPにおいて、Excel形式で提供。

【令和元年度の調査結果】
（令和元年11月６日公表）
救急搬送人員 ５～９月の合計
71,317人（うち死亡者数126人）

［参考］ H30年度
95,137人（うち死亡者数160人）

２.令和元年度の主な実施事項

（１）新たに、映画「トイ・ストーリー４」とタイアップした熱中症予防啓発ポスター及びリーフレットを作成し、都道府県
を通じて各消防本部に配布。（７月12日）

（２）消防庁ツイッターを用いて、住民に熱中症予防を呼びかけ（５～10月にかけて随時）

（３）｢山形県沖を震源とする地震｣(①)、｢令和元年６月下旬からの大雨｣(②)、｢令和元年８月の前線に伴う大雨｣(③)、
｢台風15号に伴う大規模停電｣(④)に際して、被災住民やボランティア等の方に熱中症に対する注意喚起と予防
方法についての積極的な情報提供を行うよう都道府県を通じて各市町村へ依頼。
（①６月20日、②７月４日、③８月29日、④９月９日）

（４）熱中症予防強化月間中、熱中症に係るリスクが高くなると見込まれ、更なる熱中症対策が必要とされることから、
消防本部に対し熱中症予防啓発に係るコンテンツ等を活用して、消防機関主催の行事等あらゆる機会を通じて
積極的に予防啓発を行うよう依頼。（８月６日）

熱中症発生状況等に係る情報の提供、熱中症情報サイト等による予防のための普及啓発

予防啓発ポスター

台風15号に伴う大規模

停電での際に発信した
ツイート。
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４.訪日外国人に対する普及・啓発

（１）訪日外国人のための救急車利用ガイド
急な病気やけがをしたときに、必要な情報を掲載（７言語）（英、中繁・簡、韓、伊、仏、タイ）

（２）予防広報メッセージの作成（３言語）（再掲）

（３）予防普及啓発用リーフレットの作成（Summer in Japan）※英語のみ
救急車利用ガイド

３.特設ホームページ｢熱中症情報｣等による予防のための取組

（１）熱中症による救急搬送人員（週報・月報）の内容を情報発信(再掲)

（２）予防啓発コンテンツ
①予防啓発ポスター

熱中症による緊急時には、ためらわずに救急車利用を呼びかけるポスターを作成・配布
②予防啓発車両用シート

熱中症の予防啓発を目的とした車両用シートを作成・配付
③予防啓発ビデオ

熱中症予防のポイント等を説明した動画を作成(５分、15秒)
④予防啓発イラスト

「消太」を活用して熱中症予防を呼びかけるイラストを作成（30種類）
⑤予防広報メッセージ

移動車両等での広報に用いるメッセージを作成(20例) ※ 日本語を含めて ４言語作成（日、英、中、韓）
⑥熱中症対策リーフレット

熱中症の予防法や対処法のポイントを記載
⑦熱中症予防啓発取組事例集

自治体における取組事例を紹介
⑧ツイッターによる注意喚起（フォロワー数：約95万）

予防啓発ポスター

予防啓発ビデオ

予防啓発イラスト

Summer in Japan

令和２年度取組予定

●熱中症による救急搬送人員の調査と公表
●特設ホームページ｢熱中症情報｣等による予防のための取組の継続
●ツイッターによる注意喚起
●訪日外国人に対する普及・啓発 等


